
 

 

平成２３年 第１予算審査特別委員会 会 議 録 1 

開催年月日 平成23年３月14日(月)・15日(火)・16日(水)・17日(木) 

開 催 場 所 第二委員会室 

出 席 委 員 
別紙のとおり 事 

務 

局 

中嶋事務局長 

  山本主査 

欠 席 委 員 別紙のとおり  村井主任主事 

説 明 員 別紙のとおり 

 １ 付託事件 

議案第１号 平成23年度滝川市一般会計予算 

議案第12号 滝川市総務部及び滝川市教育委員会の公の施設の指定管理者の指定に係 

      る管理期間の特例に関する条例 

議案第13号 滝川市保健福祉部の公の施設の指定管理者の指定に係る管理期間の特例 

に関する条例 

議案第14号 滝川市税条例の一部を改正する条例 

議案第15号 滝川市立学校設置管理条例の一部を改正する条例 

議案第16号 滝川市立図書館条例の一部を改正する条例 

議案第17号 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策 

      を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法 

      律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

議案第18号 滝川市勤労青尐年ホーム条例を廃止する等の条例 

議案第22号 公の施設の指定管理者の指定について（市民会館・郷土館分館華月館） 

議案第23号 公の施設の指定管理者の指定について（青年体育センター分館本町体育 

 館） 

  議案第24号 公の施設の指定管理者の指定について（保育所） 

議案第28号 公の施設の指定管理者の指定について（三世代交流センター） 

議案第29号 公の施設の指定管理者の指定について（身体障害者授産施設及び知的障 

 害者更生施設） 

議案第32号 一般旅券の発給申請受理及び交付に関する事務の受託について（浦臼町） 

議案第33号 一般旅券の発給申請受理及び交付に関する事務の受託について（新十津 

 川町） 

文書分類番号 00 09 03 002 永 年 起案 平成 年 月 日 決裁 平成  年 月 日 

議 長  副 議長   局 長  次  長  主 査  担  当  担 当 

 

 

 

文書取扱主任 



 

 

 

議案第34号 一般旅券の発給申請受理及び交付に関する事務の受託について（雨竜町） 

２ 審査の経過 

３月14日、15日、16日、17日の４日間にわたり、慎重な審査を行った。 

３ 審査の結果 

  議案第１号については委員長を除く委員８名により採決した結果、賛成多数により原 

案のとおり可とすべきものと決した。議案第12号から第18号まで、第22号から第24号 

まで、第28号、第29号及び第32号から第34号までの15件については、全会一致により、 

いずれも原案のとおり可とすべきものと決した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記記載のとおり相違ない。  第１予算審査特別委員長 山 口 清 悦 印  



 

 

１ 

第１予算審査特別委員会（第１日目） 2 

H23.３.14(月) 10:00～ 3 

第二委員会室 4 

開  会 １０：００ 5 

 委員長あいさつ 6 

委 員 長 まず冒頭に東日本大震災で被災された方々にお見舞い申し上げる。予算委員会 7 

開催に当たり、審議のほどよろしくお願いする。大変な状況であるが、私ども 8 

の仕事を粛々と遂行して、滝川市のために仕事をしていきたいと思っているの 9 

で職員の方もよろしくお願いしたい。 10 

 委員動静報告 11 

委 員 長 全員出席。これより本日の会議を開く。 12 

 本委員会に付託された事件は、 13 

議案第１号 平成23年度滝川市一般会計予算 14 

議案第12号 滝川市総務部及び滝川市教育委員会の公の施設の指定管理者の指 15 

定に係る管理期間の特例に関する条例 16 

議案第13号 滝川市保健福祉部の公の施設の指定管理者の指定に係る管理期間 17 

の特例に関する条例 18 

議案第14号 滝川市税条例の一部を改正する条例 19 

議案第15号 滝川市立学校設置管理条例の一部を改正する条例 20 

議案第16号 滝川市立図書館条例の一部を改正する条例 21 

議案第17号 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福 22 

祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援する 23 

ための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備 24 

に関する条例 25 

議案第18号 滝川市勤労青尐年ホーム条例を廃止する等の条例 26 

議案第22号 公の施設の指定管理者の指定について（市民会館・郷土館分館華 27 

月館） 28 

議案第23号 公の施設の指定管理者の指定について（青年体育センター分館本 29 

町体育館） 30 

議案第24号 公の施設の指定管理者の指定について（保育所） 31 

議案第28号 公の施設の指定管理者の指定について（三世代交流センター） 32 

議案第29号 公の施設の指定管理者の指定について（身体障害者授産施設及び 33 

知的障害者更生施設） 34 

議案第32号 一般旅券の発給申請受理及び交付に関する事務の受託について 35 

（浦臼町） 36 

議案第33号 一般旅券の発給申請受理及び交付に関する事務の受託について 37 

（新十津川町） 38 

議案第34号 一般旅券の発給申請受理及び交付に関する事務の受託について 39 

（雨竜町） 40 

以上の16件となっている。なお、関連議案のうち第14号は歳入関連、それ以外 41 

の議案14件は歳出関連なので留意願う。 42 

次に審査方法について協議する。日程については配付されている別紙日程表に 43 

基づき進めることとし、終了時間については遅くとも午後４時をめどとして取 44 

り進めることでよいか。（よし） 45 



 

 

２ 

 異議なしと認め、そのように決定する。 46 

 次に審査の進め方について協議する。議案の審査の進め方について、歳出は款 47 

別に、歳入は一括して説明を受けた後、それぞれ関連議案を含めて質疑を行う 48 

ものとし、討論・採決については最終日に行うことでよいか。（よし） 49 

 そのように決定する。 50 

なお、意見は討論の際に述べていただくことになっているので、質疑は簡潔に 51 

行い、特に付託事件以外の質疑は行わないよう配意願う。また、答弁について 52 

は部課長に限らず内容の知り得る方に行っていただく。なお、初回答弁時のみ、 53 

所属、職名、氏名を述べてから答弁願う。 54 

 次に市長に対する総括質疑は審査日程の最終日に予定しているが、審査の過程 55 

で特に留保したものに限ることでよいか。（よし） 56 

 次に討論だが、付託されている16件の議案について、一括して各会派代表の方 57 

等が行うこととし、その順番は新政会、市民クラブ、公明党、日本共産党、渡 58 

辺委員の順とすることでよいか。（よし） 59 

 そのように決定する。 60 

なお、各会派等から出された討論要旨については、後日事務局で一括整理し、 61 

議員にのみ印刷・配付するので了承願う。 62 

 最後に資料要求の関係でお諮りするが、予定される資料についてはお手元に配 63 

付されている。これ以外の関係で資料要求される方はその都度要求を願い、そ 64 

の必要性を会議に諮り、所管部局の都合を確認した上で決定したいと思うがよ 65 

いか。（よし） 66 

 そのように決定する。まず冒頭に資料要求をする方はいるか。 67 

清  水 ４点要求したい。 68 

① 既往債等に基づく実質公債費負担の将来推計というものがホームページに 69 

掲載されており、18年度当初策定で見込んだ数値が出ているが、これに対して 70 

予算ではどのようになっているのかがわかる資料。 71 

② 指定管理代行の62施設について、収支だけではなく可能な限り細目化した 72 

財政資料。 73 

③ 第三セクターへの貸付金を減らす目的を含め、23年度予算で第三セクター 74 

から購入する財産一覧。 75 

④ まちづくりセンター建設にかかわる２億3,969万円のこれまでの計画づく 76 

りの経過、スケジュール及びどういった場で検討してきたか。また、要綱案、 77 

利用時間や使用料の案などについての資料。 78 

以上４点の資料要求をする。 79 

委 員 長 ただいま清水委員から資料要求があった４件について、委員はよろしいか。（よ 80 

し）所管では用意できるか。 81 

吉井部長 総務部の関係の①～③について、①、③は準備する。②の指定管理の関係は、 82 

62施設ということで、任意団体、社会福祉法人、株式会社、ＮＰＯ法人などさ 83 

まざまであり、指定管理の内容も規模も種類もまちまちであるために、項目別 84 

の分類整理をどういったレベルで統一していくかということもあり、非常に難 85 

しい。総額ということでの収支の合計、また差額の資料、今まで出している資 86 

料であれば、時間をいただければ用意ができると思う。 87 

西村部長 要求のあったまちづくりセンターの計画づくりの経過、スケジュール、どのよ 88 

うな場、他団体等の意見などについては、若干時間をいただかないと整理でき 89 



 

 

３ 

ない状況である。要綱案については、まだ条例等の案も整備していない状況な 90 

ので策定していない。 91 

委 員 長 ②の資料は62施設ということで、膨大な資料となると思うが、本当に必要な施 92 

設だけということで限定することはできないのか。 93 

清  水 保健福祉部はできそうであるという話はあった。ここならできるということで 94 

限定していただけるのであればよい。まちづくりセンターについては、資料が 95 

ないということであれば、すべて質疑で行うということになるので、資料があ 96 

れば質疑をしなくてもよいということで資料要求した。 97 

吉井部長 どの施設についての資料要求かを限定してもらえれば用意できる。ただ、所管 98 

でも限界があると思うので、その辺を考慮してほしい。 99 

清  水 丸加高原伝習館、滝川グリーンズ、保育所でお願いする。 100 

委 員 長 ただいま３カ所に限定しての要求があったが、所管で資料を用意できるか。 101 

若山部長 できる範囲で資料を用意する。何年度の資料要求か伺う。 102 

委 員 長 23年度予算に係る資料ということである。 103 

若山部長 23年度の指定管理の内容ということで用意する。 104 

西村部長 ２月22日開催の厚生常任委員会でまちづくりセンター関係の資料、Ａ４両面印 105 

刷２ページを提出させていただいた。この資料でよければすぐに用意できる。 106 

清  水 その資料は持っている。その資料では、例えばまちづくりセンター移転スケジ 107 

ュールで23年４月からのものは載っていた。この３月までの半年や１年前に予 108 

算化する前のスケジュールはつくっていると思う。また、図面があるというこ 109 

とは、ここは何かという目的や使用料の関係など要綱案くらいはあると思う。 110 

そういうことで要求した。 111 

西村部長 ここを有料にしたいという案はあるが、それらについての協議等は済んでいな 112 

い。スケジュールについて22年度中の予算協議形成のことを具体的に資料要求 113 

したいということか確認したい。 114 

清  水 いろいろな団体と素案をつくったとか、団体のどういう意見を取りまとめたと 115 

か、アンケートを取ったとか、そういう経過のことを知りたい。質疑で行う。 116 

佐々木部次長 保健福祉部だが、指定管理の資料で保育所分については、できる限りの資料を 117 

提出したいと思う。 118 

委 員 長 ただいま清水委員からあった資料要求は３点ということで委員会として資料要 119 

求することとする。 120 

 以上で審査方法についての協議を終了し、審査に入りたいと思うがよいか。（よ 121 

し） 122 

 それでは日程に従い審査を進める。最初に総括について説明を求める。総務部 123 

長。 124 

 総括 125 

吉井部長 （総括について説明する。） 126 

委 員 長 説明が終わった。これより質疑に入るが、冒頭決定したとおり審査は款別に進 127 

めることになるので、総括は款別にわたらぬよう質疑願う。質疑はあるか。 128 

渡  辺 ① P10～11、市税が2,600万円ほど、0.6％の伸びということだが、そのように 129 

見る根拠を伺う。 130 

 ② 市債について、昨年度から見て１億4,500万円程度の借金をしようとしてい 131 

るがその根拠を伺う。 132 

委 員 長 今の質疑だが、総括ではなく最終日の歳入のほうで質疑願う。他に質疑はある 133 
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か。 134 

清  水 ① 指定管理者制度について、昨年12月28日に総務省自治行政局長の通達で指 135 

定管理者制度の運用についてという文書が出された。複数年度にわたる場合、 136 

地方公共団体から指定管理者に委託料を支出することが確実に見込まれるとき、 137 

債務負担行為を設定することとされているが、今回の予算書には反映されてい 138 

ない。その理由について伺う。 139 

 ② 62施設について23年度末までに選定作業が行われるわけだが、非公募から 140 

公募、あるいは公募から非公募に変える計画議論が尐しでもある施設について 141 

伺う。 142 

 ③ 今回の東北地方太平洋沖地震の影響で光熱費や材料費などに広範な値上げ 143 

や品不足による工期延長も予想される。特に光熱費や食材費による指定管理代 144 

行負担金の見直しについて、燃料は２割以上変動すれば、申し出ることによっ 145 

て契約の見直しもできるという契約がされているが、今後どのように推移する 146 

かわからないが、特別な対策をとることについてどのような検討を始めている 147 

のか伺う。 148 

 ④ 東北地方太平洋沖地震で既に市として応援等検討していることがあれば伺 149 

う。 150 

 ⑤ 市の支出で最低賃金が適用されていないものについて伺う。社会福祉施設 151 

での障がい者で許可を受けたものは除いて、その他職業訓練、使用期間などで 152 

許可を得て最低賃金未満で行われている状況について伺う。 153 

 ⑥ 起債残高23年度末見込みが430億円。そのうち一般会計が163億円。一般会 154 

計から臨時財政対策債55億円を引くと108億円。このまま推移すると10年足らず 155 

で、臨時財政対策債や減税補てん債を除くと一般会計の起債残高はゼロになる。 156 

今回の予算編成で起債残高減尐の目標をどのように考えて組まれたのか伺う。 157 

 ⑦ 21年度臨時的任用職員が全体で137人いたが、臨時的任用職員について障が 158 

い者枠を設けているが、知的障がい者、身体障がい者ごとの人数を伺う。 159 

 ⑧ 新規学卒者枠で、就職支援付募集を昨年からしているが、23年度の人数、 160 

内容について伺う。 161 

 ⑨ 賃金、時間単価を一般事務、保育、看護職、介護職その他専門職ごとに伺 162 

う。また最低及び最高賃金についても伺う。 163 

委 員 長 ⑥については11款の公債費でできないか。また、⑦について13款の職員費でで 164 

きないか。 165 

清  水 ⑥については了解した。⑦の臨時的任用職員については、各款に配当されてい 166 

る。 167 

吉井部長 ③④ 北海道新聞でも報道されたが、きょう庁議があり、市としての被災地支 168 

援の対策本部を市長を本部長として立ち上げた。これからの作業について打ち 169 

合わせをさせていただいた。光熱費などの影響については、防災危機対策室で 170 

すべて窓口を一元化して、今起きている問題、これから起こり得る問題を所管 171 

に調査票を出して確認している。その中で指定管理の関係が出てきた場合、対 172 

応を考えたいと思う。地震関係の現状について、国や道からは特に具体的な対 173 

応の指示は来ていない。新聞紙上で総務大臣が職員の派遣については自治体に 174 

要請するとか、ボランティアの関係も国のほうで対応するという報道が先に出 175 

ているが、そういったことに迅速に対応するためにも、きょうをもって市の中 176 

に対策本部を立ち上げたところである。消防関係の要請も想定されるので、待 177 



 

 

５ 

機している状態である。全市的な応援体制ということで、市民にも入ってもら 178 

った被災地の支援組織のようなものを立ち上げるような準備もきょうから始め 179 

たいと思う。行政の中の推進本部はきょう立ち上げた。市民組織はこれからい 180 

ろんな団体と協議をして行う予定である。具体的な市としての応援については、 181 

まだ要請が正式にない。被災地の状況がまだかなり不透明ということがあるの 182 

で、具体的にはまだ言えないが、何かあったときには迅速に対応できるような 183 

体制だけはきょう整えた。引き続き情報収集に努めたいと思っている。 184 

浦川副主幹 ① 指定管理者制度の総務省からの通知について、債務負担行為の設定だが、 185 

滝川市では従来まで基本協定と予算が通ってから管理代行負担金の支払いにつ 186 

いて協定する年度協定というものを別々に結んでいる。あえて債務負担行為と 187 

いうものを設定していなかったが、12月28日付の通知を受けて、３月７日付で 188 

各所属に内部的に通知をしたところだが、23年４月以降新たに指定するものか 189 

ら順次債務負担行為も取るようにということで事務を進めたいと考えている。 190 

 ② 公募、非公募について、今の段階で非公募から公募にするもの、公募から 191 

非公募にするものは決まっていない。４月以降、適宜理事者協議等を踏まえて、 192 

ことしじゅうに期限を迎えるものについて、１件ずつ協議していくことになっ 193 

ている。 194 

小畑主査 ⑦⑧⑨ 障がい者雇用について、現在、22年度10名の採用の中から新年度にお 195 

いては３名、雇用の拡大ということで、予算案に盛り込んでいるが、知的、身 196 

体の別で何名枠を設けるかについては、今のところは枠を持つ考えはない。新 197 

規学卒未就職者の雇用対策について、新年度予算の中で５名を予算枠として設 198 

けている。その内容として、ただ雇用の場を確保するということだけではなく、 199 

積極的に正規就職に結びつけた支援対策を行うということから、コミュニケー 200 

ション能力の向上や外部講師を招いたマナー講座など就職支援策としての講習 201 

を受講していただくようなことでの予算の確保をしている。臨時職員の時間単 202 

価だが、23年度予算において、一般事務職員は時間単価725円、保育士は765円、 203 

その中で教室を担当している保育士は895円、保育所で働く看護師は1,265円、 204 

休日夜間急病センターの看護師は1,405円以上、介護職員は介助員という業務内 205 

容で840円ということで予定している。 206 

高橋部次長 ⑤ 最低賃金の関係だが、現時点でわかり得る範囲で、許可をもらって最低賃 207 

金を下回っているところはないと認識している。 208 

清  水 ① 最低賃金の件だが、１つはコミュニティーセンターの関係、もう一つはシ 209 

ルバー人材センターについて、シルバー人材センターに委託している部分で、 210 

管理費を50円取られ、最低賃金を下回る。法律等で認められていることなのか。 211 

コミュニティーセンターについては、大谷委員が４定で一般質問したが、その 212 

ときに市民生活部長が、最初は自宅などで電話を待っている時間についての賃 213 

金は払わなくてもよいと答弁した。再度聞くと、次は各運営協議会に任せてい 214 

るという答弁だった。尐なくとも賃金なので２つとも間違っていると思う。最 215 

終的にはどのようになったのか。最低賃金を上回っていれば問題はないが、下 216 

回っている可能性がある。それぞれの款で質疑をするので準備しておいていた 217 

だきたい。 218 

 ② 臨時的任用職員について、障がい者枠が13名にふえるということで確認し 219 

てよいか伺う。 220 

 ③ 限られた障がい者の方に固定化されているのではないかということについ 221 
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て、その辺の考えを伺う。 222 

小畑主査 ② 13名ということで予定している。 223 

 ③ 雇用の機会を待っている障がい者の方が多数いると思う。こうした取り組 224 

みを本格的に始めたのが、20年度になるが、当時採用した数名については、23 225 

年度をもって４年目ということになる。その間に就職支援、雇用の能力開発と 226 

いったことを行ってきているが、そうした中ではある程度次に待っている方の 227 

雇用の機会ということも考えている。ずっと雇い続けるということではなく、 228 

ある程度期限を考えた中で対応していきたいと思っている。 229 

清  水 臨時職員から嘱託職員へ変えるような考え方やこの数年間の事例はないのか伺 230 

う。 231 

田中課長 臨時職員から嘱託職員へという事例は過去にはないが、その個人の能力、適材 232 

を見きわめる中では、今後はあり得ると考えている。 233 

委 員 長 他に質疑はあるか。（なし）以上で総括の質疑を終結する。款別の審査に入る。 234 

議会費の説明を求める。 235 

 議会費 236 

中嶋局長 （議会費について説明する。） 237 

委 員 長 説明が終わった。質疑はあるか。（なし）質疑の留保はなしと確認してよいか。 238 

 （よし）以上で議会費の質疑を終結する。 239 

 総務費、消防費、公債費、諸支出金、職員費、予備費を一括して説明を求める。 240 

 総務費、消防費、公債費、諸支出金、職員費、予備費 241 

吉井部長 （総務費のうち総務部が所管する部分、一部他部所管の部分も含めて増減の主 242 

なものについて説明する。消防費、公債費、諸支出金、職員費、予備費につい 243 

て、増減の主なものなどを説明する。） 244 

西村部長 （総務費のうち市民生活部に関連する予算について説明する。） 245 

委 員 長 説明が終わった。これより関連議案第12号、第22号、第32号、第33号及び第34 246 

号を含めて一括質疑に入る。質疑はあるか。 247 

渡  辺 ① P54～55、電子計算事務に要する経費で毎年6,000万円程度だが、毎年どの 248 

ような事業をしているのか伺う。 249 

 ② P56～57、自治体職員協力交流事業に要する経費で780万円程度だが、この 250 

使途を詳しく説明願う。 251 

 ③ P58～59、滝川市地域公共交通活性化協議会補助金に400万円ということで、 252 

その公共交通の施策というのは重要だと思うが、その内容を詳しく説明願う。 253 

 ④ ウエルカムプロジェクトに要する経費の北海道移住促進協議会負担金が20 254 

万円程度に下がっているが、滝川市の移住施策はどのようになっているのか伺 255 

う。 256 

 ⑤ P60～61、燃料費は378万円ということだが、数年前と比べて下がっており、 257 

よい傾向だと思うが、また灯油の値上がりで補正ということになりかねない。 258 

この金額で対応できるのか伺う。 259 

 ⑥ 自動車の維持管理に要する経費だが、934万円程度ということで、たきかわ 260 

天プロの効果はどのようになっているのか伺う。 261 

 ⑦ 滝川市再生基金積立金の214万円だが、再生基金創設の経緯、基金の目的を 262 

説明願う。 263 

 ⑧ P62～63、消費者対策に要する経費で消費生活の相談員の報償費があったの 264 

ではないかと思うが、そういう相談員の報償費等はどのようになっているのか 265 
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伺う。 266 

 ⑨ 街路灯維持費補助金だが、3,000万円になってしまっている。もともとは 267 

4,500万円程度で維持していた。減額してしまい結局は町内会の負担増になって 268 

いると思う。このことについての見解を伺う。 269 

 ⑩ まちづくりセンターに要する経費で、先ほど拠点施設という説明があった 270 

が、大きな市役所があるのに、どうして第２の市役所を購入して、まちづくり 271 

センターをつくらなければならないのか。その理由について伺う。 272 

 ⑪ 未来へつなぐ市民税１％事業補助金で、500万円程度ということだが、この 273 

補助金は子供盆踊りの補助金など、いろんなところに使われている。この子供 274 

盆踊りでは、どこの子供会も景品に多くの費用を使う。景品以外で何万円も使 275 

うようなところはなかなかない。そのときのお菓子や飲み物もだめとなるとな 276 

かなか申請できない。その辺を説明願う。 277 

 ⑫ P144～145、本年度の公債費が19億8,000万円ほどであるが、３億3,800万円 278 

程度の利子について、元金に対しての利子ということで、単純計算でいけば、 279 

約18％の利子になる。そのことについてこれほどの利子になるのか説明願う。 280 

 ⑬ P146～147、公社貸付金に要する経費だが、まず土地開発公社貸付金で、今 281 

までのトータルの額は幾らか伺う。また、滝川振興公社貸付金の７億7,000万円 282 

程度について、これが今までのトータルの額なのか伺う。 283 

 ⑭ P148～149、管理職手当に関連して、最近市役所には、参与、副参与が随分 284 

いると思う。その必要性について説明願う。また、参与及び副参与の現在の人 285 

数について伺う。 286 

西村副主幹 ① 電子計算事務に要する経費の内容だが、総額で6,970万円の内訳として、主 287 

に住民情報システムの使用料、賃借料で約4,300万円、これらシステムの維持、 288 

管理、保守にかかわる部分で約2,400万円ということになっている。行政の基本 289 

事務である住民基本台帳の管理、あるいは税の計算、賦課、収納といったこと 290 

や各所管の台帳管理などのシステムの維持管理ということになっている。これ 291 

ら行政経営を行う上で欠かすことのできないコンピューターシステムの維持管 292 

理費となっており、手作業の事務をコンピューター化することで事務の効率化、 293 

データ処理、証明書発行のコンピューター化で市民の方の窓口での待ち時間の 294 

削減ということで市民サービスの向上につなげている。 295 

千田室長 ⑬ 滝川振興公社貸付金の関係で、単年度、歳入歳出同額となるので、現状７ 296 

億7,000万円という形になる。最高貸付額は19億円ということになっている。 297 

柳副主幹 ④ ウエルカムプロジェクトの取り組みについて、北海道市町村振興協会の支 298 

援をいただきながら、東京、大阪、名古屋、國學院大學の若木祭といったとこ 299 

ろで移住相談会の実施やＤＶＤやパンフレット、新聞や雑誌のＰＲ、住まいネ 300 

ットワークという不動産屋による組織もつくってもらっている。その中で短期 301 

間契約も可能な物件を含む空き家の情報の提供、民間のアパートにも協力して 302 

もらい、家財道具つきおためし暮らしの住宅の提供、農業体験などの体験メニ 303 

ューも充実させ、モニターツアーの実施を行っている。季節居住、ちょっと暮 304 

らしという短期での滞在を希望する方が多く、そういったところを重視してお 305 

り、滝川での生活を楽しんでいただき、お金を使ってもらい、地元に戻ってか 306 

ら滝川のよさを広めてもらうということで進めている。そういう面では特に滝 307 

川地域の魅力の掘り起こし、リピーターの拡大ということを重視しており、農 308 

業体験の実施もしている。また、周辺の市町村との連携ということで、21年度 309 
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には増毛の役場に協力いただき、増毛の案内をしたり、今年度については新十 310 

津川で民間団体の協力をいただきながらホーストレッキングを実施した。今年 311 

度、完全移住が１名いた。また、例年季節居住で来られる方が体調不良のため 312 

来られなかったが、相談会やホームページを見て、モニターツアーに参加した 313 

いという方も来ていただいている。23年度に向けて相談会でのＰＲの効果もあ 314 

り、３組の方が既にことしの夏滝川に来たいということで申し込みもいただい 315 

ている。ＰＲの効果も上がっていると考えている。 316 

高瀬主幹 ⑬ 土地開発公社のトータルの貸付金だが、先ほどの振興公社の貸付金と同様 317 

に短期の貸付金である。今年度の売却等があって、3,000万円減の10億7,800万 318 

円となっているところである。 319 

田中課長 ⑦ 再生基金の目的は基金条例にうたっており、市政に対する市民の信頼の回 320 

復を図り、市民とともに滝川市を再生するための資金に充てるということを目 321 

的として生活保護費の不適切とされた支出の部分、総額約２億4,000万円である 322 

が、その分の４分の３は国庫へ返還、その４分の１は市費の分である。利息も 323 

含めて、４分の１の部分を再生基金として市民の皆様からの寄附を募って、不 324 

適切な部分に充てるというものである。 325 

 ⑭ 参与、副参与に関してだが、21年度を最後に職はなくなっており、現在は 326 

いない。 327 

越前主査 ⑤ 燃料費の重油の値上がり等で、全体的な金額として上がっている。また、 328 

使用量についても９万4,000リットルと前年と変わっていないが、その中で図書 329 

館が秋に移転してくるということがあり、図書館の庁舎内使用面積の案分、時 330 

間外、休日の図書館分として約３万リットル見ている。庁舎分としては、９万 331 

4,000リットルと３万リットルの差額として、６万4,000リットルということで 332 

予算計上しているのが、378万5,000円という形になっている。 333 

 ⑥ 天ぷら油の関係で、天ぷら油を使用しているものについては、総務課所管 334 

分として、くらし支援課に配属しているパジェロ、あと中型バス２台がある。 335 

中型バスについては、全体の使用量の約33.6％の油を使用している。パジェロ 336 

については、43.3％の油を使用している。その効果額として約12万8,000円とな 337 

っている。 338 

稲井主査 ③ 交通の地域課題を解決することを目的として、20年３月に協議会を発足し、 339 

それぞれの課題を洗い出して、計画を策定している。21年度から23年度までの 340 

３カ年において、国土交通省の補助事業によって、事業が実施できることにな 341 

っているが、事業の実施に当たっては、国の補助に加えて、滝川市の補助、バ 342 

ス会社、タクシー協会の負担によって、事業を実施している。協議会の事業と 343 

して主なものは、市内循環バスの実証運行、これは中心市街地での買い物利便 344 

性を高めるものであり、その利用を高めるためのトクトクサービスカードの実 345 

施、菜の花タクシーの実証運行、小学生を対象としたバス授業、地域懇談会、 346 

データ把握、分析を行う調査事業といったところである。そのうち市の400万円 347 

については、データ把握、調査、実証運行に係るＰＲチラシの作成、時刻表の 348 

作成等に充てている。23年度は同程度の事業を予定しているが、国の補助金の 349 

額が確定していないので、その額によっては事業量が若干上下することがある。 350 

堀之内主査 ⑫ 利息はP145に記載の元金、利子ともにそれぞれ積み上げている。単純に元 351 

金に対する利息ということにはならない。また、過去に５％以上の部分につい 352 

ては、19年から21年の３年間だが、政府資金等の借りかえをしており、現在高 353 
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利率のものは残っていない。 354 

山内室長 ② 海外の自治体職員等を受け入れて、その方たちに研修をしてもらうという 355 

ことになっている。今回、農業技術研修員を２名受け入れる予定である。その 356 

関係で本人たちの往復の渡航費、滞在費、生活費等をすべて込んだ金額となっ 357 

ている。また、随行の職員、日本語研修もあるので、この研修費も入っている。 358 

受け入れる期間は６カ月間で、最初の１カ月間が日本語研修、残りの５カ月が 359 

技術研修になっている。パンフレットにもあるが、総務省、自治体国際化協会 360 

のほうで実施しており、すべて特別交付税で対応される。 361 

樋郡主幹 ⑧ 相談センターの業務については、21年４月から滝川消費者協会のほうへ委 362 

託している。この予算書の中では、消費者対策に要する経費のその他諸費230 363 

万8,000円のうち、滝川消費者協会へは228万4,000円を委託料として計上してい 364 

る。 365 

 ⑨ 新タッグ計画に沿って進めているが、地域の方にはそれぞれ切りかえなど 366 

節約、節減の方法を検討してもらいながら進めてきた。こちらのほうから一概 367 

に減額しているということではなく、地域の方に取り組んでいただいた結果、 368 

来年度はこの数字で計上させていただいている。 369 

千葉副所長 ⑩ まちづくりセンターの目的としては、行政と市民の中間施設ということで、 370 

協働、市民力を高めたまちづくりを目指していくということである。また、中 371 

心市街地活性化基本計画でも賑わい創出という位置づけで目標を設定している。 372 

市役所の中に図書館が入ることから、かなり狭くなると思われる。開館時間等 373 

詳細に決まっていないが、幅広い市民の要望にあった形の開館時間にするとい 374 

うことから、庁舎外でまちなかにオープンさせることで考えている。 375 

 ⑪ 厚生常任委員会でも説明しているが、市民会議等１％を決定するに当たっ 376 

て、食糧費はなじまないだろうということで、これまでも該当にしていない。 377 

これについてはさまざまな話もあり、特段大きく要望という形では来ていない。 378 

このまま続けていくつもりである。 379 

渡  辺 まちづくりセンターについて、目的はよいが、図書館が入って押し出されたと 380 

いうような印象を受けた。それでは巨大な市役所を有効に利用するという目的 381 

から外れていると思う。第三セクターの公有財産を購入して、そこへ入るとい 382 

うことで、結果的にそれを救済するためではないかと言われている。そういう 383 

ことも含めて、市役所の中にまちづくりセンターを置くべきと考えるがいかが 384 

か。改修費も巨大なものだと思う。再度答弁願う。 385 

委 員 長 質疑の趣旨は何か。 386 

渡  辺 公有財産を購入することが目的ではないのかと言われているがどうかというこ 387 

とである。 388 

伊藤部次長 市役所に図書館が移転してくることによって、今庁舎内にあるまちづくりセン 389 

ターが追い出されるというような印象を持っているということだが、決してそ 390 

ういうことではない。センター自体の趣旨については、理解いただいていると 391 

思うが、実際の運営形態で現在は市役所の開庁時間、８時30分から17時までの 392 

時間での業務をさせていただいているが、これをまちなかに移転させることと 393 

あわせて、その活動時間を土日を含めて、拡大させるという考えがある。その 394 

ようなことから、20年３月から25年３月までの計画期間で策定している中心市 395 

街地活性化基本計画があるが、この中において、まちづくり活動センター自体 396 

の設置の位置づけもあり計画したところである。 397 
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渡  辺 今の答弁は答弁になっていない。結局、第一パーキングを購入することが目的 398 

になっているのではないか。まちなかに行くのはよいが、例えばスマイルビル 399 

を借りることも考えられるのではないかと思う。そういうことで答弁願う。 400 

副 市 長 中心市街地活性化基本計画の認定を取るときに賑わい創出をしていかなければ 401 

ならないということで大変だった。公共機能をまちなかに移転しようというこ 402 

とから、病院の補助体系も整えた。図書館も情報化がおくれたので、ここに入 403 

ることによって交付金事業等にも該当した。公営住宅もまちなかに設置した。 404 

まちなかに賑わい創出のためのまちづくりセンターをつくろうということで、 405 

中活の協議会の中で必要だということで、施設体系を整えるために第一パーキ 406 

ングの場所がよいということで進めてきた。ハードは行政、ソフトは３拠点を 407 

中心として進めてきた。一方、第三セクターの改善策ということで、間接的に 408 

かかわってくる。市としては振興公社の時代に駐車場が必要だということで、 409 

行政のほうから振興公社に要請してパーキングを設置した。しかし、パーキン 410 

グについては、平場でなければならないということで、駅前商店街からの要請 411 

もあり平場の駐車場をつくった。そういう中で交付金事業として土地の取得費 412 

と建物の取得費が45％交付されるということから、改修に対する補助金体系も 413 

整えられるということで、病院、図書館、まちづくりセンター、公営住宅、一 414 

連全部を国に対して総合的な計画として申請してきた。その中で認められ、着々 415 

と進められてきたものである。市役所に図書館を入れるということに対して、 416 

病院に移転すればよいという話も渡辺委員から以前あった。私どもの視点とし 417 

ては情報系がおくれているので、図書館を市役所に導入しようと考えた。ハー 418 

ド系はなかなか制度がなかった。まちなかに移転させ、情報系を整えて、交付 419 

金事業で得られる。病院も得られる。まちづくりセンターもそのような意味で 420 

は土地取得費、建物取得費も得られる。総合的な中で24年度で補助体系は切れ 421 

てしまうということになるので、この補助体系の中でこれからコミュニティー 422 

が必要だということで、仮設のまちづくりセンターをつくり、最終形へ向かう 423 

ために、さまざま取り組みを行い、これから協働の社会をつくっていこうと考 424 

え、まちなかで行うということである。時間管理の面から言って、まちの中に 425 

つくるほうが賑わいの創出の観点と自由性と間接的に商店街にも貢献するとい 426 

うことからまちづくりセンターをまちなかを拠点とし進めていきたいという考 427 

えである。 428 

委 員 長 他に質疑はあるか。 429 

関  藤 自治体職員協力交流事業で、ほとんどの経費が人件費のようだが、６カ月の研 430 

修で１名の人件費が月幾らくらいになるのか伺う。 431 

山内室長 人件費ではなくあくまでも生活費や滞在費ということで、日当として本人たち 432 

に支払う部分とアパートの賃借料で使用することになっている。 433 

関  藤 日当で支払いをして、アパート代の面倒を見るということだが、生活できる範 434 

囲の日当を支払うということなのか伺う。 435 

山内室長 日当ですべて賄うということになっている。生活できる範囲の日当を支払うと 436 

いうことになる。 437 

関  藤 金額は日によって違うということなのか伺う。 438 

山内室長 ５月下旪に来日して、それから１カ月間は日本語研修に入る。これは滋賀県に 439 

行くことになる。その後５カ月間こちらに来て研修を受けることになる。その 440 

ときによって若干額が変わってくる。 441 
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委 員 長 他に質疑はあるか。 442 

大  谷 ① P59、ウエルカムプロジェクトに要する経費で、体験メニューなど説明して 443 

もらったが、今回の地震にかかわって、被災者を北海道に呼び寄せられないか 444 

と考えている。滝川市だけではなく中空知という圏内でそういうプロジェクト 445 

を立ち上げて、被災地に働きかけるなどの考えはないのか伺う。 446 

 ② そらぷちの支援について、建物ができ上がって開設されていくわけだが、 447 

運営に当たって、いろんな費用がかかってくると思う。滝川市として今後どの 448 

ような支援を考えているのか伺う。 449 

 ③ P63、男女共同参画推進事業に要する経費が計上されているが、市として参 450 

画にかかわる事業を行わないのか考えを伺う。 451 

 ④ 一般乗合バス運行負担金が249万円で、乗客がほとんど尐ない中で運行しな 452 

ければならないということで支援しているわけだが、その他の交通の足が非常 453 

に不便な人たちに対して、何か考えていかなければならないと思うが、そうい 454 

うことについての考えを伺う。 455 

 ⑤ P67、住居表示の維持管理に要する経費が計上されているが、街区表示板と 456 

いうのはどのようなものなのか伺う。 457 

 ⑥ P123、防災について、地震は予測できなくどこの地域でも起こり得るもの 458 

である。滝川においては津波が来ないという点はあると思うが、22年度東小学 459 

校で防災訓練を行い、来年度も計画されていると思う。水防訓練も考えている 460 

ということも聞いている。それぞれの地域住民がどこに避難すればよいかにつ 461 

いてほとんど理解できていない。例えば、緑町地区であれば、地震の場合は滝 462 

川高校、水害の場合は二の坂ということは大体わかっているが、大きな地震を 463 

目の前にして市民が１回くらいはどこに避難するかということを訓練すべきと 464 

考える。そのことについて考えを伺う。 465 

中島課長 ① 今回の大地震で被災された方の受け入れについて、冒頭総務部長が説明し 466 

たとおり、滝川市においても支援本部が本日立ち上がった。さまざまな情報収 467 

集という中でそういった要請があるのかどうかというようなこともこれからニ 468 

ーズをつかまなければならないと考えている。もし、滝川市で受け入れをお願 469 

いしたいということになれば、移住の協議会、住まいネットなどの関係機関と 470 

連携を取りながら応援できる部分については応援していきたいと考えている。 471 

中空知がよいのか、空知がよいのか、北海道がよいのかという部分はあるが、 472 

受け入れ状況によってさまざまな情報収集、支援活動の中でどれがベストなの 473 

かも踏まえながら、もし中空知という形になれば、中空知広域圏もあるので、 474 

そういった場で協議を進めていきたいと考えている。 475 

柳副主幹 ④ ＪＲバスが運行していた新十津川、浦臼、北竜方面を走っているバスに関 476 

する負担金である。国の補助制度も使いながら、関係市の負担で運行している 477 

もので、中央バスとしても支出減に向けていろいろ努力している。利用者の減 478 

が大きいために、今回負担金がふえてしまっている。その他の交通不便につい 479 

ては、地域公共交通の協議会の中でも市街地の部分では高齢化率の高いところ 480 

でタクシーを走らせないか検討もした。乗合タクシーを仮に走らせたとしても 481 

通院の期間が長かったり、ビジネスとして難しいということから見合わせてい 482 

る。農村部の部分については、バス利用の促進につながるような形にしないと 483 

いけないということから、バス停まで送るといったことも考える必要があると 484 

思う。交通事業者も事業として成り立つような形を工夫できないかと交通事業 485 
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者のニーズも聞きながら検討していきたいと考えている。 486 

居林参事 ② 基本的に22年２月に公益法人になった。実質的に活動をして、自立した運 487 

営が図られるのが望ましい姿である。しかし、法人として立ち上げ間もないと 488 

いうことで、滝川市としても今回事業補助金として200万円の補助金を計上して 489 

いるが、金銭的な助成についてもまだ必要だと判断しているところである。24 490 

年の本格オープンを目指して、そらぷちキッズキャンプとしても活動している 491 

わけであり、今後寄附のしやすい仕組みやボランティアに参加しやすい仕組み 492 

について市としてもいろんなサポートをしたいと考えている。今回そらぷちキ 493 

ッズキャンプとしてはアメリカのキャンプの傘下に入りたいと考えているが、 494 

そういう意味でも地方公共団体のサポートを受けているということは、非常に 495 

大きなメリットになる。安定して運営ができるような形のサポートをしていき 496 

たいと考えている。 497 

工藤室長 ⑥ 今回大きな災害が発生したわけだが、防災危機対策室としては昨年地震を 498 

想定した災害訓練を実施した。23年度も９月の予定で水害を想定した防災総合 499 

訓練を地域を含めて実施する方向で進めている。避難場所の関係だが、向こう 500 

三軒両隣という防災通信を回覧している。昨年７月から３月で５回目だが、そ 501 

のうち２回目から避難場所の確認ということで掲載している。この中で地震や 502 

小規模の内水氾濫の避難場所、大規模な水害の避難場所ということでわかりや 503 

すく掲載している。また、広報たきかわでも避難場所の周知を図っているとこ 504 

ろである。現在進めている要援護者避難支援プランを市内全域にわたって取り 505 

組んでいるが、その中でもそれぞれ避難場所等の周知も行っている。今後もこ 506 

のような形で周知し、あわせて町内会の役員会等でも周知していければと思っ 507 

ている。 508 

樋郡主幹 ③ 男女共同参画推進協議会の事務的補助はくらし支援課で行っている。男女 509 

共同参画で実施している男性の料理教室やセミナーについて進めているところ 510 

である。予算として、男女共同参画推進協議会に対する予算の１万5,000円とい 511 

うことだが、滝川市として札幌にある女性プラザ、内閣府のアドバイザー事業 512 

に手を挙げてそちらのほうで取り組みを行っている。男女共同参画推進協議会 513 

ができて、23年６月をもって10周年になる。現在、この10年間で行ってきたこ 514 

とを検証しながら、次にステップアップすることも検討していきたいと考えて 515 

いる。 516 

杉原副主幹 ⑤ 各街区の角地に張ってある大きなプレート、何丁目何番という表示になっ 517 

ているが、これが街区表示板である。個々の家に張ってあるものが、住居表示 518 

板で、現在年に３から４町を調査し、随時補修をしている。大体全町で８年く 519 

らいのサイクルであり、建物の位置などで劣化が激しくなるところもある。こ 520 

のようなところについては、随時連絡をもらえれば交換するような作業も行っ 521 

ている。 522 

副 市 長 ① 地震の関係だが、今家を失って仮設住宅をどうするかといったことや北海 523 

道知事は道営住宅を開放しようということが議論されている。第一に仮設的な 524 

住居体系を要請があれば受ける体制を取るということである。次の段階で例え 525 

ばその方たちにとって、歴史、食、コミュニティー、家族などさまざまの問題 526 

があると思うが、移住定住という観点は次のステップになるのではないかと思 527 

う。第一に住む場所を考え、自治体が何をすることができるのかという視点で 528 

臨んでいきたいと考えている。 529 
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大  谷 ① 街区表示板の関係で劣化しているところは非常にたくさんある。これはき 530 

ちんと表示しておくべきものだと思う。きちんと点検確認をして早急な対応を 531 

すべきと思うがいかがか。 532 

 ② 防災訓練について、高齢者の方は余り回覧板を詳しく読んでいないことも 533 

ある。自分のすべきこともわからない方がいる。マンション等に回覧板が回ら 534 

ないこともある。自分で尐しでも体験すると防災に対する意識が変わってくる 535 

と思う。１回各町内会で避難場所に行くことが重要になるのではないかと思う。 536 

町内会単位でそのようなことを計画することは考えられないのか伺う。 537 

 ③ 男女共同参画に対して、市としてどのような対策を行おうと考えているの 538 

か伺う。 539 

工藤室長 ② 滝川市内一斉に町内会ごとに避難訓練をするということは考えていない。 540 

各町内会長へ働きかけて、町内会単位で訓練をしていただければと思う。その 541 

ような取り組みの働きかけをしていきたいと考えている。 542 

杉原副主幹 ① ８年サイクルを４年サイクルに変えるということは、予算的にも難しいと 543 

感じているが、個別に劣化したものがあれば知らせてもらうことを市民に周知 544 

していきたいと考えている。 545 

伊藤部次長 ③ 協議会と市が協賛で事業を進めている。22年度までの状況を見ると行政側、 546 

協議会側にとってももう尐し進めた対策をすべきという議論もある。そのよう 547 

なこともあり、23年度において協議会と市の役割についてもう尐し深い議論を 548 

していきたいと考えている。 549 

委 員 長 ここで昼食休憩とする。再開は午後１時15分とする。 550 

休  憩 １２：１８ 551 

再  開 １３：１５ 552 

委 員 長 休憩前に引き続き会議を再開する。他に質疑はあるか。 553 

清  水 ① 中心市街地活性化基本計画でのまちづくりセンターの位置づけとしての経 554 

過を伺う。 555 

 ② まちづくりセンターの設計、あるいは基本構想が明確になってそれをパー 556 

ス等にして市民がイメージを持てるようにして、意見を聞きながら最終的な実 557 

施設計に入っていくということになると思うのだがその考えについて伺う。 558 

 ③ まちづくりセンター建設による効果をどのように見ているのか伺う。 559 

 ④ まちづくりセンターの使用料金、開館時間などについて伺う。 560 

 ⑤ スマイルビルの中のく・る・るとの競合はないのか伺う。 561 

 ⑥ 第一パーキングは100台入る駐車場だが、これを有効活用できるのか伺う。 562 

 ⑦ 第一パーキングを購入することで振興公社にどういったメリットがあるの 563 

か伺う。 564 

 ⑧ 手続的な部分で障害になっていることがあれば伺う。 565 

 ⑨ 公債費で起債残高が23年度末見込みで約430億円、うち一般会計が163億円、 566 

一般会計から臨時財政対策債55億円を除くと108億円となる。このまま一般会計 567 

の残高が減り続けるとこのペースでいけば10年足らずでゼロになる。公債費と 568 

新たな起債のバランスについて、10年くらいでゼロにするという目標を考えな 569 

がら予算編成しているのか伺う。 570 

 ⑩ 嘱託職員について、137人の方の給与月額の範囲、各専門職でどのような月 571 

額になっているのか伺う。 572 

 ⑪ ５年間、あるいは63歳を超える場合、市長が特に認めて更新させるという 573 
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規定に対して、５年間または63歳を超えている嘱託職員は何人いるか伺う。 574 

 ⑫ 嘱託職員のうち元市職員、学校教員、その他公務員は何人いるのか伺う。 575 

長瀬次長 ① 滝川市中心市街地活性化基本計画については、20年３月12日に内閣総理大 576 

臣の認定を受けて、20年３月から25年３月までの５年１カ月の計画の認定をい 577 

ただいているところである。まちづくりセンターの位置づけとして、国の支援 578 

のないその他の事業ということで、当初において中心市街地活動センター設置 579 

事業ということで掲載している。この計画については内容的には複合機能を持 580 

つ中心市街地活動の拠点施設の設置ということで、事業計画上22年から23年度 581 

の事業ということで計画している。 582 

 ⑦ 減価償却、貸付金の減尐のメリットがある。貸付金において約890万円の減 583 

尐につながると考えている。 584 

山﨑課長 ⑨ 公債費について、公債費負担適正化計画をつくって健全化に努めているが、 585 

明確な目標数値はないが、健全化指標の安全圏を出ないようにということも視 586 

点に入れながら、尐しでも健全化をということで、現在まで徐々に減らしてき 587 

ている。将来的にゼロになるかという部分で、減っている一方それぞれの年で 588 

新規の発行があるので結局、その都度過去に負担となる新規発行が伴うことか 589 

ら、ゼロということにはならない。ただ尐しでも健全化を進めたいということ 590 

で現在もそのような予算組みをしている。明確にいつまでに完全に減らすとい 591 

ったことではなく、新規事業で何をするのかという部分にもかかわってくるの 592 

で、総合的に判断しているところである。 593 

千葉副所長 ② 19年からのまちづくりセンターの実施に向けて作業しており、市民の方の 594 

アンケート、聞き取り等を踏まえながら実施している。また、今回の交付金に 595 

当たり、既存建設物の活用ということで早期に開設を図り、設計、建設費をま 596 

とめて予算計上している。 597 

 ③ 建設の効果だが、まちなかに出ることによって多尐の開設時間の延長、土 598 

日も含めて、開設するということから、市民の方に幅広い時間帯で活動してい 599 

ただくという部分も考えている。商店街に出るということで、商店街との連携 600 

も図りながら進めていくということで考えている。 601 

 ④ 使用料金についてはこれからとなるが、周囲の施設等を勘案しながら決定 602 

していきたいと考えている。運営に関しては、当面公設公営という形で考えて 603 

おり、将来的には公設民営という形での検討をしているところである。 604 

 ⑤ まちづくりセンターの主な機能として、ソフト事業ということで市民団体 605 

へのアドバイス、情報提供等を考えており、く・る・るは貸館業務がメーンに 606 

なると思う。その辺の住み分けはできていると考えている。 607 

 ⑥ 駐車場の有効活用について、今まちづくりセンターの専用駐車場という位 608 

置づけになっているが、いろんなイベント等を含めて市民の方に利用していた 609 

だきたいと考えている。 610 

 ⑧ 仮契約、手続等の障害は現在のところない。 611 

小畑主査 ⑩ 職員費の中で137人と記載しているが、特別会計含めた156人の嘱託職員全 612 

体の中で説明する。給与月額の範囲だが、各専門職でさまざまな設定をさせて 613 

いただいている。一般事務職員で週の勤務時間が37時間半で14万600円、介護認 614 

定調査員で週の勤務時間が37時間半で約20万円、学校の教師を退職された方で 615 

心の教育で活動されている専門の知識を持った嘱託職員で、週30時間勤務で16 616 

万8,600円、運転業務あるいは車両管理業務の職員で週30時間で、13万8,500円、 617 
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学校給食調理員で週27時間で９万8,500円、学校業務員で週の勤務時間37時間半 618 

で14万700円、児童厚生員で週の勤務時間26時間で８万5,800円ということにな 619 

っている。 620 

 ⑪ 要綱の中で期限として定められている５年、あるいは63歳というものにつ 621 

いて超えている人数は全体のうち５年を超えている者が60人、63歳を超えてい 622 

る者が９人、合計69人となっている。 623 

 ⑫ 元市職員など公務員ＯＢだが、現在把握しているのは、元市職員について 624 

は22年度で４人いた。23年度においてはそのうち３人が退職予定であり、残る 625 

のが１人となっている。学校教員は校長ＯＢということで、現在５人、自衛隊 626 

ＯＢということで、13人いる。合計22人となっている。 627 

清  水 ① まちづくりセンターで振興公社のメリットについて、890万円というのは間 628 

違いないか伺う。減価償却でのメリットというのは具体的にどの程度のものな 629 

のか伺う。 630 

 ② まちづくりセンターの効果として、どの程度の入り込み数を考えているの 631 

か伺う。 632 

 ③ 駐車場に関して、100台をフルに使うのは難しい。振興公社として六、七十 633 

台は月極めの客を持っていると思うが、その方たちがどこに車を置くのか心配 634 

である。商店街が活用できるような運営はできないのか。その工夫の仕方はな 635 

いのか伺う。 636 

千葉副所長 ② 効果について、予定しているのは年間１万2,000人程度と想定している。 637 

 ③ あくまでもまちづくりセンターの駐車場ということで、交付金の関係上利 638 

用できないことになっている。商店街含めて地域の中核となったイベントを開 639 

催するに当たっては、その中でまちづくりセンターの利用ということで駐車場 640 

の活用を図っていくということで考えている。 641 

長瀬次長 ① 第一パーキングの購入費として、9,550万円ということになっているが、振 642 

興公社全体としては、経常利益の改善ということで、赤字事業の取りやめに関 643 

して言えば、全体収支で890万円が改善されるということである。 644 

清  水 ① 本来であれば基本構想を示して、その次に実施設計に入っていくというこ 645 

とがあるべき姿だと思うがそれについて考えを伺う。 646 

 ② 貸付金が890万円減るということだが、貸付金が幾ら減るのか再度伺う。 647 

千葉副所長 ① 既に19年からいろんな部分で構想等を描いており、22年度の厚生常任委員 648 

会等も含めていろんな形で市民の方に周知しながら進めている。また、アンケ 649 

ート、意見をいただきながら取り入れた形で現在に至っているということであ 650 

る。 651 

長瀬次長 ② 23年度購入ということで24年度の貸付金に影響が出てくる。来年度に６億 652 

4,300万円貸付ということで、１億2,700万円下がるという見込みを立てている。 653 

清  水 ２億円以上の事業で料金や目的について不明であり、冊子になっていない。こ 654 

のようなことは冊子になっていなければならない。そういう点で、費用対効果 655 

を上げる進め方になっているのか疑問である。駐車場の関係も含めて、もっと 656 

違う形で行うことができなかったのか。いかに知恵を絞って有効な事業とする 657 

かといった振興公社にとってのメリット、中活の拠点としてのメリットはわか 658 

る。本当に２億数千万円を使う以上、ここが賑わう必要があり、そのためには 659 

もっと皆が意見を言えるような進め方が必要なのではないかと思うのだが、見 660 

解を伺う。 661 



 

 

１６ 

副 市 長 あるものを利用してソフト展開をしていくということなので、通常の無から有 662 

を生み出すことではなく、有を再活用するということが基本的にあるというこ 663 

とを理解願いたい。２億円のうち１億円が不動産取得で実質１億円の投資とな 664 

る。駐車場を含めてどうするかという問題もあるが、駐車場については病院の 665 

看護師がここができるまでの間に引き受けてもらったので、こちらができれば 666 

戻ってくることになる。ショップメイトの駐車場利用者がいるので、商店街の 667 

ほうともよく話し合いながら進めていかなければならない。基本的に不動産を 668 

取得する際に開発局の補助体系の中でそれはまちづくりセンターの利用のため 669 

の駐車場ではないということになれば、案分形式でされるということもあるの 670 

で、基本的にまちづくりセンター利用者の無料駐車場として進めたいと考えて 671 

いる。１階、駐車場、土地全体を活用したいということで考えた。無から有を 672 

つくるときには基本設計から実施設計という流れがあるが、今回はあるものを 673 

取得する中で、改修工事等の工期の問題、24年度末で終わる中活の認定期間で 674 

の財源がどこに集中してくるかを考えた。今認定を受けているところは、24年 675 

度、25年度に国の予算は集中してくると思っている。23年度ですべてができる 676 

のであれば、この期間内に財源確保の上からも成就させたいと考えている。ソ 677 

フト展開でもアンケートを取って行ってきた。中身の効率性、効果性、ソフト 678 

展開を走りながら行っていくということもある。基本、枠が変わるということ 679 

ではないので、23年度に集中させたいと進めてきている。 680 

委 員 長 他に質疑はあるか。 681 

田  村 ① P57、広報たきかわ作成業務委託料で、町内会の委託料があると思うが、そ 682 

の部数の確認、委託金の支給の確認をどのように積算しているのか伺う。 683 

 ② P59、移住促進協議会を民間も含めてつくっていると思うが、年何回くらい 684 

開催して、その実績等について伺う。また、23年に３組が来るということだが、 685 

その委員はこの３組が来るということを知っているのか伺う。 686 

 ③ P65、土地評価鑑定等委託料について、来年評価がえということで、400万 687 

円ほどの予算をつけているが、この鑑定士の選定方法はどのようにしているの 688 

か伺う。 689 

樋郡主幹 ① 広報配付の報償費の支払いについて、基準割と世帯割に分かれている。基 690 

準割は市街地区の町内会については、１町内会4,300円、農村地区については 691 

4,400円となっている。世帯割は市街地区が１世帯260円、農村地区が270円とい 692 

うことで算出している。世帯割の件数は４月、10月１日現在で世帯数の変更の 693 

届け出が出され、その数をもとに算出している。 694 

柳副主幹 ② 市内の関係団体で組織される移住サポート会議について、22年度開催して 695 

いない。21年度季節居住、ちょっと暮らしというニーズがふえてきたというこ 696 

とで委員に集まってもらい、当別の先進事例の取り組みや研修会を行った経過 697 

がある。そこで民間アパートからの協力のもとかばん１つで滝川に来れるよう 698 

な取り組みはできないかということで相談させていただいたということがある。 699 

ＰＲを行って３組が来るということになったのだが、サポート会議の方に十分 700 

その情報を伝えて体験の効果を上げるような取り組みになるように協力を求め 701 

たいと考えている。 702 

橋本副主幹 ③ 18年度までは赤平の鑑定士がいたが、現在体を壊されたということで、リ 703 

タイアした経過があり、今は札幌の資産評価センターに依頼をしている。２人 704 

に滝川市内160地点の鑑定を委託している。ことしは評価がえはない。今度は27 705 



 

 

１７ 

年度の評価がえに向けて26年度に予算計上させていただく。 706 

田  村 ① サポート会議があるのに１回も開いていなかったり、３組が来るというの 707 

も知らないで会議をやっていると言えるのか。協議会はすべてそうだが、任命 708 

しても会議をしないで、勝手に行っている。民間アパートの関係を言っていた 709 

が、１つも入っていないと思う。市営住宅の一部に家財を置いて、来た人を入 710 

れるようにして、６万、７万円の家賃を賦課している。そういうことをしても 711 

なかなか来ない。この近隣では役所の物件は全部無償である。民間に提供して 712 

もらいたい場合は民間に協力をお願いするほかはない。そういうものをサポー 713 

ト会議で十分協議しなければならないと思う。サポート会議で民間の意見を反 714 

映させてしっかりした会議をやってもらいたいと思う。その考えはあるのか伺 715 

う。 716 

 ② 広報の問題だがでたらめである。尐なくても多くても困る。10部くらい多 717 

く配付しているのだと思うが、それに対する配付料を支払っているのではない 718 

か。たくさんの町内会があるのだから、その金額はちりも積もれば山となると 719 

思う。配付料は変わると思うので、配付する際にもしっかりとした筋をつけな 720 

ければ節減にはならないと思うがいかがか。 721 

中島課長 ① サポート会議は議論する場として設定しているので、昨年、琵琶の藤内氏 722 

が見えたとき田村委員と相談させていただいたが、そういった個々の対応につ 723 

いても今後どういう形が取れるのか会議等開催して意見をいただいて進めさせ 724 

ていこうと考えている。 725 

樋郡主幹 ② 広報配付の世帯数の押さえ方だが、報告が上がってきたときにこの世帯の 726 

中には予備の部数を含めていないことを確認することにしている。各会長から 727 

上がってきた数字は正しいものと理解している。 728 

田  村 会長から出てくるものよりも市民課のほうがもっと詳しいはずである。やり方 729 

に問題がないかということである。町内会から上がってきたからそれがよいと 730 

うのみにするのではなく、住民台帳があるのだからそれで確認すればよいと思 731 

う。そのことを検討してもらいたいがいかがか。 732 

西村部長 配付に対して支障がない状態のために予備ということも考えられるが、報酬の 733 

支払い関係については、委員の意見も加味して正確性を確保したいと考えてい 734 

る。 735 

委 員 長 他に質疑はあるか。 736 

井  上 まちづくりセンターの建物は昔のものだが、アスベストは使っていないのか伺 737 

う。 738 

千葉副所長 アスベストについては使用していないということで調査している。 739 

委 員 長 他に質疑はあるか。（なし）ないようなので以上をもって質疑を終結する。質疑 740 

の留保はなしと確認してよいか。（よし） 741 

 以上で総務費、消防費、公債費、諸支出金、職員費、予備費及び関連議案第12 742 

号、第22号、第32号、第33号、第34号の質疑を終結する。本日の日程は全部終 743 

了した。あすは午前10時から会議を開く。本日はこれにて散会する。 744 

散  会 １３：５８ 745 


